
適正な要介護認定を求めるアピール 

 
認知症の人と家族の会 09 年度総会 

（2009.6.6 京都社会福祉会館） 
 
１ 「家族の会」は 07 年 11 月以降、「提言・私たちが期待する介護保険」を広く

普及してきた。その努力は、「認知症の医療と生活の質を高める緊急プロジェク

ト報告」による対策の前進、初の介護報酬引き上げ等に反映した。また、要介護

認定調査項目の削減計画も一定程度押し戻すことができた。 

 
２ しかし、今年になって明らかになった４月からの認定調査基準の変更は、私た

ちにとって「驚愕」の一言であった。それは、「非常識」「軽度化指向」「意味不

明」「かえって煩雑」「認知症への無理解」「不思議」と感じたことである。 

 
３ たとえば、「買い物」は、買い物の適切さは問わないという非常識。 「座位保

持」の目安を 10 分間から１分間にした軽度化指向。 “昔はもてた”と言うのは、

「作話」でなく社会通念上冗談だという意味不明。 「食事摂取」で介護者が小

さく切っている場合を「一部介助」から「介助されていない」にして、特記事項

に書かせるというかえって煩雑。 認知機能を日頃の状況でなく調査時の状態で

判断する認知症への無理解。必要があっても介助されていない人と、もともと介

助不要の人が同じ「介助されていない」になり、能力があっても入院・入所で介

助されれば「全介助」になる不思議。 

 
４ 厚生労働省は「家族の会」等の意見により、一部を見直し、経過措置を実施し、

検証・検討会を発足させた。このことについては一定の評価をするものである。 

 
５ しかし、問題は、今回の基準変更を厚生労働省がどう総括し、どのような見直

し改善策をとるかである。介護保険利用の大本となる要介護認定が、本人と家族

の実態を踏まえ適正かつ公平に行われることを強く求めるものである。 

 
６ なお、要介護認定は、認定調査のみでなく、一次判定ソフトの仕組み、医師の

意見書内容、介護認定審査会のあり方にも深く関係している。これを機会に、要

否も含めた要介護認定そのもののあり方について、現場の専門職、利用者、家族

も加えて、研究・検討が開始されることを希望するものである。 
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 適正な要介護認定を求めるアピール（総会アピール）参考資料  
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Ａ【厚生労働省老健局老人保健課長あて二つの意見書】 

 

2009年4月実施予定の要介護認定方式についての意見（3月9日） 
 

弊会は介護保険制度の発足以来、認定を受ける人がその人の実情を的確に反映した

結果が得られるよう求めてきました。本年４月から新たな認定方式に変わるにあた

っても、より精度の高い認定が行われるよう願って来ました。しかし、新方式への

移行を目前にして、認定調査項目の判断基準について私たちの常識では考えられな

い内容が数多くあることがわかってきました。このまま新方式が実施されれば、認

定結果がその人の実情と乖離したものになることが危惧されるだけでなく、介護保

険制度そのものへの信頼が失われる恐れがあると考えます。 

たとえば、 

１ 「移動」、「移乗」について、重度の寝たきり状態などで調査日から過去１週間そ

の機会がまったくない場合には、「自立（介助なし）」となってしまう。 

２ 「食事摂取」について、小さく切る、ほぐす、皮をむく、魚の骨をとる等、食べや

すくすることは介助に含まれないため、「自立（介助なし）」となってしまう。 

  「食事摂取」について、中心静脈栄養のみで口からまったく食べていない場合には、

「自立（介助なし）」となってしまう。 

３ 「口腔清潔・洗顔」について、行う習慣がなく介助がされていない場合には、「自

立（介助なし）」となってしまう。 

４ 「意思の伝達」等認知機能に関する項目について、普段ほとんど答えられなくても、

調査の際に答えられれば、「できる」となってしまう。 

５ 「自分の名前」について、旧姓しか答えられなくても、「できる」となってしまう。 

６ 「買い物」について、品物を選び代金を支払っていれば無駄な買い物をしていても、

「できる（介助なし）」となってしまう。 

７ 「薬の内服」について、たとえ飲む時間や量をまちがえても、自分で飲んでいれば「自

立（介助なし）」となってしまう。 

８ 「物や衣類を壊す」について、上着をファスナーのものに変えたためボタンをちぎ

らなくなった場合は、「ない」となってしまう。 

以上は一例であり、全体的にこのような傾向になると思われます。したがって、一

般常識に反する結果が生じないように、速やかに改善の措置をとっていただくよう

に求めるものです。                        以上 
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2009年4月実施予定の要介護認定方式についての意見Ⅱ（3月19日） 
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